
様式第４号（第７条関係） 

 

パブリックコメント募集案件概要書 

【案件名：第３期つくば市子ども・子育て支援プラン（案）】 

つくば市 こども部こども政策課 

 

○ 計画等を必要とする背景・提案に至るまでの経緯 

平成 27 年３月に「子ども・子育て支援法」に基づき、「つくば市子ども・子育 
て支援プラン」を、令和２年３月に現行計画である「第２期つくば市子ども・子
育て支援プラン」を作成し、つくば市の子ども・子育て支援にかかわる施策を総
合的に推進してきました。現行計画が令和６年度で終了することから、「第３期
つくば市子ども・子育て支援プラン」を策定します。 

 

○ 他の自治体の類似する計画等の事例 

「子ども・子育て支援法」に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画、全国

各自治体で策定されているものです。市町村子ども・子育て支援事業計画単独で

策定する自治体もありますが、つくば市では、次世代育成支援対策推進法基づく

市町村行動計画、子ども・若者育成支援推進法に基づく市町村子ども・若者計画

と一体的に策定しています。 

 

○ 未来構想における根拠又は位置付け 

関連個別計画に位置付けられています。 

 ・個別施策Ⅲ－１－① こどもを安心して生み育てられる環境整備 

 ・個別施策Ⅲ－１－② ニーズに対応した子育て環境の整備 

 ・個別施策Ⅲ－２－② 魅力ある放課後の創出 

 

○ 関係法令、条例等 

子ども・子育て支援法 第 61 条第１項 

次世代育成支援対策推進法 第８条第１項 

子ども・若者育成支援推進法 第９条第２項 

 

○ 計画等の実施により予測される影響及び効果（算出できるものはコストを含む。） 

市の今後５年間の子ども・子育て支援に関する施策を安定して供給することが

期待できます。 

 

  



 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

第３期 

つくば市 

子ども・子育て 

支援プラン 
 

【概要版】（案） 

 

令和７年(2025 年)３月 

〔対象期間〕 

令和７年度（2025 年度）から 

令和 11 年度（2029 年度）まで 
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第１章  計画の概要 

つくば市では、子ども一人ひとりが幸せな人生を送りながら、持続可能な社会の構築に

貢献できる大人へ成長することを後押しするために、令和２年（2020年）３月に「第２期

つくば市子ども・子育て支援プラン」を策定し、子ども・子育て支援対策を総合的に推進

してきました。 

この度、子どもと家庭を取り巻く社会情勢や「こども大綱」の方向性など国の動向を踏

まえ、子どもの権利の擁護や、子ども・若者支援施策の充実を図る等、計画的に施策を推

進するため「第３期つくば市子ども・子育て支援プラン」を策定しました。 

 

■  計画の位置づけ 

本計画は、「つくば市未来構想」及び「つくば市戦略プラン」と連携を図りつつ、つくば

市の子ども・子育て支援に関する事項を定める他の計画と調和を保って策定しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

■  計画の期間 

本計画の計画期間は令和７年度（2025年度）から令和11年度（2029年度）までの５か年

です。 

令和 
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第２章  つくば市の子どもを取り巻く状況 

■ 児童人口の推移 

 

17歳までの児童人口については、

令和６年（2024年）４月現在で47,051

人となっています。平成27年（2015

年）以降の児童人口は増加傾向にあ

ります。 

 
 
 
 

■ ニーズ調査結果・子育ての現状  

○ 「子どもの権利条約」について内

容を知っている就学前児童の保

護者の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 

○ 親や家族の人にもっとあなたの

意見を聞いてほしいと思う小学

生の割合 

 
 
 

  

 

 

資料：国勢調査、令和６年は常住人口（４月１日現在） 

○ つくば市は子育てしやすいまち

だと思う就学前児童の保護者の

割合 

12,216 13,174 12,551 13,424 14,940 

12,133 12,853 12,707 14,329 
16,634 

11,627 
12,424 12,668 

13,343 

15,477 35,976 
38,451 37,926 

41,096 

47,051 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和６年

（人）

０～５歳 ６～11歳 12～17歳

名前も内容も

知っている

29.2%

回答者数＝1,336

○「子どもの権利条約」について内

容を知っている小学生の保護者

の割合 

名前も内容も

知っている

27.3%

回答者数＝714

ある

24.8%

回答者数＝294

「子育てしやすい」

「どちらかといえば

子育てしやすい」

55.6%

回答者数＝1,336

児童人口の推移 
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○ 子育てに関して非常に不安や負担

などを感じている就学前児童の保

護者の割合 

 

 

 
 

 

○ 放課後の子どもの生活を豊かに

する事業が良好だと思う小学生

の保護者の割合 

 
 
 
 
 
 
 

第３章  計画の理念・基本目標 

「こども大綱」においては、子どもや若者への必要なサポートが年齢で途切れてしまう

ことなく、子どもや若者を、それぞれの状況に応じて社会で幸せに暮らしていけるように

支えていくことを示しており、つくば市で暮らすすべての子どもが幸せに暮らしていくこ

とができるよう、切れ目のない支援の基盤づくりの充実を図っていきます。 

 

  【 基 本 理 念 】   

 
 

子どもが まんなか つくばのまち 

 

 

 
 
 

○ 自分にはよいところがあると思

う小学生の割合 

非常に不安や

負担を感じる

13.6%

回答者数＝1,336

○ 保育所・幼稚園を含めた保育サー

ビスを良好と思う就学前児童の保

護者の割合 

「良い」

「まあ良い」

73.8%

回答者数＝1,336

回答者数＝714

「そう思う」

「どちらかといえば

そう思う」

74.9%

回答者数＝294

「良い」

「まあ良い」

83.1%
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■ 事業の体系と基本目標                     

基本理念の実現に向け、５つの基本目標を掲げ、事業を展開していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

［ 基本目標 ］ ［ 基本事業 ］ ［ 基本方針 ］ 

・教育・保育ニーズにあわせた教育・保育体

制の整備事業 

・保育人材の確保事業 

（１）教育・保育の提供体

制の整備 ３ 楽しく着実に育
ち学ぶ力を育む 

 
～幼児教育・保育
の環境の充実～ ・幼児教育及び保育の推進事業 

・特別な配慮を必要とする子どもの支援事業 

（２）子どもの豊かな 

育ちの促進 

・子どもの意見表明の機会の確保 
（２）子どもの意見表明の

機会の充実 

・子どもの権利についての周知・啓発 
（１）子どもの権利の 

保障 

１ 子どもの意見の
尊重及び権利を
守る 

 
～子どもの意見表
明の機会の確保、
子どもの権利の保
障～ 

２ たしかな生命と
元気を育む 
 
～安心して産み育
てられる子育て環
境の充実～ 

・産前・産後のサポート／ケア事業 

・児童発達支援センターとの連携 

・こども家庭センター事業（こども未来セン

ター【児童福祉】） 

（２）発達や養育に悩みを

抱える家庭への支援

の充実 

・子育てしやすい環境整備事業 

・こども家庭センター事業（こども未来セン

ター【母子保健】） 

（１）継続的・包括的な支

援及び環境の充実 

・新・放課後子ども総合プラン及び放課後児

童対策パッケージの継続的な運営事業 

・特別な配慮を必要とする児童の支援事業 

・遊びの機会と場の充実 

（２）子どもが主体的に活

動するための支援の

充実 

・放課後児童クラブ事業 

（放課後児童健全育成事業） 

・放課後子供教室推進事業 

・子どもの居場所・学習支援事業 

（１）特色をいかした放課

後等の居場所の整備 
４ 主体的にして広

く豊かな経験を
育む 

 
～地域や放課後等
における子どもの
活動環境の充実～ 

５ 子ども・若者の
育成支援 
 
～子ども・若者と
その家族の支援～ ・社会的な自立に向けた取組及び自殺対策の

推進 

・ヤングケアラー支援 

（２）困難を抱える子ども・

若者やその家族の支援 

・学びにつながる育成の推進 

・健やかな心と体の育成及び健康教育の推進

と多様性に関する意識の醸成 

・つくばの多様な資源を活かした体験や自ら

の気づきを通した学びの推進 

（１）すべての子ども・若

者の健やかな育成 
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子どもの意見の尊重及び権利を守る 
基本目標 

１

 

第４章  施策の展開 

 
  

  

 

～子どもの意見表明の機会の確保、子どもの権利の保障～ 

すべての子どもが自らの意見を安心して表明できるよう、意見聴取に係る多様な手法を

検討します。聴取に当たっては、自ら声を上げにくい子どもの意見も取り入れられるよう

留意し、意見や提案を当市の未来に反映できる仕組みを目指します。 

 

【 目標値 】 

指  標 指  標 

「子どもの権利条約」について内容を

知っている保護者の割合 

   

    

    

親や家族の人にもっとあなたの意見を

聞いてほしいと思う小学生の割合 

 

                       

                      

 

 
基本方針１ 子どもの権利の保障  

すべての子どもや若者に対して、こども基本法

の趣旨や内容について理解を深めるための周知や

啓発を行います。また、子どもや若者だけでなく、

子ども・若者の健やかな育ちや子育て当事者の支

援に携わる大人への情報提供を推進します。  

 
 
  

基本方針２ 子どもの意見表明の機会の充実  

子どもや若者が自由に意見を表明しやすい、環

境整備と気運の醸成に取り組むとともに周知啓発

を図ります。 

 

計画策定時 

就学前:29.2％ 

小学生:27.3％ 

令和 11 年度 

50.0％ 

50.0％ 

計画策定時 

24.8％ 

令和 11 年度 

10.0％ 

パブリックコメント資料



 

6 

たしかな生命と元気を育む 
基本目標 

２

 
 

 

 

～安心して産み育てられる子育て環境の充実～ 

乳児期や幼児期は、子どもの生涯にわたる成長・発達の基礎を培い、未来を拓く力につ

ながる生命力と活力を養う重要な時期です。家庭における子育ての環境によって、その育

ちが阻害されることがないように妊娠期からの支援が重要であるとともに、子育て家庭が

様々な悩みや不安を感じたときに孤立して子育ての力を失ってしまわないように継続的

に、また周囲の力によって、関係を保つ必要があります。 

そこで、妊娠期・出産期・子育て期のそれぞれの時期に対応した切れ目のない支援、地

域や子育て親子同士による支え合いの支援など、子どもの成長・発達を視野に社会が一体

となって子どもを育てる機運を盛り上げ、包括的な子育て環境の充実を図ります。 

【 目標値 】 

指  標 指  標 

つくば市は子育てしやすいまちだと思

う保護者の割合 

  

  

子育てに関して非常に不安や負担などを

感じている保護者の割合 

  

   

 

 
基本方針１ 継続的・包括的な支援及び環境の充実  

子育て中の保護者が安心して子育てができるよ

う、多様な保護者のニーズに応じた支援や環境を

充実します。また、「こども未来センター」を中心

に、児童福祉と母子保健が連携・協働し、子育てに

不安を抱える保護者や子どもの支援を包括的に行

います。 

 
 

基本方針２ 発達や養育に悩みを抱える家庭への支援の充実  

配慮を必要とする子どもの健やかな発達を支援

し、安心して地域生活を送ることができるよう、子

どもとその保護者に対応するきめ細やかな支援の

推進を図ります。  

計画策定時 

55.6％ 

令和 11 年度 

70.5％ 

令和 11 年度 

6.2％ 

計画策定時 

13.6％ 
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楽しく着実に育ち学ぶ力を育む 
基本目標 

３

 
  

   

 

～幼児教育・保育の環境の充実～ 

幼児教育・保育施設は、子どもが周囲の人々から見守られるなかで、日々、楽しく、安

心して暮らす場であると同時に、そこでの学びにつながる遊び等を通じて、生涯にわたる

人間形成の基礎を培い、望ましい未来に向けて自らの力を試し、確かめ、培う場である必

要があります。また、そのことで、義務教育以降の教育を受け入れる素地も形づくられま

す。 

そこで、保護者の利用希望に対応しつつ幼児教育・保育の場を確保する適正な量の確保

と、保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、つくば

保育の質ガイドライン等を活用した質の向上の両輪で幼児教育・保育環境の充実を図りま

す。 

【 目標値 】 

指  標 指  標 

保育所等の待機児童ゼロ 

（４月１日時点） 

  

    

保育所・幼稚園を含めた保育サービスを

良好と思う保護者の割合 

  

   

 

 
基本方針１ 教育・保育の提供体制の整備  

入所待ち児童の解消及び教育ニーズへの対応の

ため、質の高い教育・保育を提供できるよう取組を

進めていきます。 

 
 

基本方針２ 子どもの豊かな育ちの促進  

すべての子どもたちが年齢に応じて健やかな育

ちを確保できるよう、それぞれの時期にふさわし

い教育・保育が受けられるよう、職員に対する育ち

と学びの連続性の共通理解を含めた資質向上のた

めの研修、交流等の実施や、子ども同士の交流を進

め、小学校教育への円滑な接続を図 ります。 

  

計画策定時 

０人 

令和 11 年度 

０人 

計画策定時 

73.8％ 

令和 11 年度 

85.0％ 
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主体的にして広く豊かな経験を育む 
基本目標 

４

 
 

 

 

～地域や放課後等における子どもの活動環境の充実～ 

学童期は、幼児期の発達的特徴を残しつつ、青年期の発達的特徴が芽生える時期であり、

子どもの活動の場も広がってきます。そして、広がった活動の場で様々な経験を積むこと

で、自主性や社会性など、自身の、そして社会の未来を拓く力を身につけていくことにな

ります。 

そこで、市民の協力を得ながら当市の特色をいかした多様な体験・交流活動を用意する

などして、学校だけでなく地域において、また、放課後や長期休業時において、子どもた

ちが安全・安心に過ごせると同時に、子どもたちが楽しく主体的に活動できる環境の充実

を図ります。 

【 目標値 】 

指  標 指  標 

放課後児童クラブ待機児童ゼロ 

（５月１日時点） 

  

   

放課後の子どもの生活を豊かにする事

業が良好だと思う保護者の割合 

  

  

 
 

基本方針１ 特色をいかした放課後等の居場所の整備  

保育を必要とするすべての子どもが利用できる

よう放課後児童クラブの整備を進めるとともに、す

べての子どもが安全・安心で主体的な遊びと学びの

活動ができるよう市民と力をあわせて当市の特色

をいかした放課後等の居場所の整備を図ります。 

 
基本方針２ 子どもが主体的に活動するための支援の充実  

子どもの最善の利益を考慮して育成支援を推

進するため、放課後児童クラブの従事者や放課後

子供教室の参画者の連携を支援するとともに、特

別な配慮を必要とする児童の受入れを支援します。  

計画策定時 

０人 

令和 11 年度 

０人 

計画策定時 

83.1％ 

令和 11 年度 

90.0％ 

 
画像・イラストについて 

現在調整中です。 

パブリックコメント資料
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子ども・若者の育成支援 
基本目標 

５

 
 

 

 

～子ども・若者とその家族の支援～ 

すべての子ども一人ひとりが、人と人とのつながりにより、自主的に持続可能な社会を

つくるための力を育むとともに、当市の恵まれた環境をいかし実際の体験を通して自ら学

ぶことにより学びの基礎作りを図ります。 

また、すべての子どもや家庭の相談事に対する専門性を持った支援体制を構築し、子ど

もの最善の利益を尊重し、相談支援体制の更なる強化を図ります。 

【 目標値 】 

指  標 

自分にはよいところがあると思う小学生の割合 

 

  

 

 

 
 

基本方針１ すべての子ども・若者の健やかな育成  

すべての子ども・若者が、基本的な生活習慣や規

範意識を形成し、基礎学力と体力を身に付け、命を

大切にする心や思いやりの心を養えるように、家

庭の果たす役割の重要性を認識しつつ、家庭・学

校・地域および関係機関が連携して支援します。 

 
 

基本方針２ 困難を抱える子ども・若者やその家族の支援  

社会的な自立のための支援を必要とする子ど

も・若者に対し、社会生活を円滑に営むことができ

るよう、関係機関はもとより、当事者の住居その他

の適切な場所において、必要な相談や助言、指導を

行います。 

計画策定時 

74.9％ 

令和 11 年度 

85.0％ 

 
画像・イラストについて 

現在調整中です。 

パブリックコメント資料
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第５章  重点事業（量の見込と確保方策） 

■ 教育・保育 

区分 令和７年度    令和 11 年度 

１号認定 
量の見込み 2,202 人    2,036 人 

確保方策 3,093 人    3,093 人 

２号認定 
量の見込み 5,284 人    5,413 人 

確保方策 5,474 人    5,640 人 

３号認定（１・２歳児） 
量の見込み 3,285 人    3,307 人 

確保方策 3,307 人    3,514 人 

３号認定（０歳児） 
量の見込み 893 人    831 人 

確保方策 1,030 人    1,069 人 

 

■ 地域子ども・子育て支援事業 

区分 令和７年度  令和 11 年度 

利用者支援事業 
量の見込み ３か所    ３か所 

確保方策 ３か所    ３か所 

地域子育て支援拠点事業 
量の見込み 143,313 人    133,923 人 

確保方策 11 か所    12 か所 

一時預かり事業（幼稚園型） 
量の見込み 26,339 人    24,336 人 

確保方策 ７か所    ７か所 

一時預かり事業（幼稚園型以
外） 

量の見込み 55,517 人    51,682 人 

確保方策 63 か所    69 か所 

病児・病後児保育事業 
量の見込み 1,162 人    1,142 人 

確保方策 30 か所    34 か所 

子育て援助活動支援事業 
（ファミリー・サポート・セン
ター事業） 

量の見込み 
（就学後） 

795 人    819 人 

確保方策 217 人    228 人 

子育て短期支援事業 
量の見込み 426 人    594 人 

確保方策 11 か所    15 か所 

乳児家庭全戸訪問事業 
量の見込み 2,277 人    2,117 人 

確保方策 2,277 人    2,117 人 

 
  

パブリックコメント資料
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区分 令和７年度  令和 11 年度 

妊婦健康診査事業 
量の見込み 31,822 回    28,868 回 

確保方策 31,822 回    28,868 回 

養育支援訪問事業及び 
要保護児童等支援事業 

量の見込み 158 人    146 人 

確保方策 158 人    146 人 

時間外保育事業 
（延長保育事業） 

量の見込み 1,964 人    1,824 人 

確保方策 116 施設    122 施設 

放課後児童健全育成事業 
量の見込み 6,003 人    6,097 人 

確保方策 170 クラブ    178 クラブ 

放課後子供教室 確保方策 646 回    710 回 

子育て世帯訪問支援事業 
量の見込み 322 人日    299 人日 

確保方策 322 人日    299 人日 

児童育成支援拠点事業 
量の見込み 35 人    34 人 

確保方策 35 人    34 人 

親子関係形成支援事業 
量の見込み 10 人    10 人 

確保方策 10 人    10 人 

妊婦等包括相談支援事業 
量の見込み 6,335 回    5,892 回 

確保方策 6,335 回    5,892 回 

乳児等通園支援事業 
（こども誰でも通園制度） 

量の見込み －    109 人 

確保方策 －    121 人 

産後ケア事業 
量の見込み 499 回    640 回 

確保方策 499 回    640 回 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３期つくば市子ども・子育て支援プラン 概要版 
発行 令和７年３月 つくば市こども部こども政策課 
〒305-8555 つくば市研究学園一丁目１番地１ 
電話 029（883）1111（代表） 

パブリックコメント資料


